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2019年 2月 26日 
報道関係各位 

クイーンビーキャピタル株式会社 
 
 
 
 
 
 
   
海外送⾦サービス「PayForex」を運営する、資⾦移動業者（関東財務局⻑第 00010号）のクイーンビーキ
ャピタル株式会社（本社：東京都港区、代表取締役：SHENBO HUANG、以下「当社」）は、日本から海外の
携帯電話に利⽤料⾦をチャージできるサービス『PayForex Top-up』（ペイフォレックス トップアップ）の提
供を、３月 1日（⾦）から開始いたします。 

                             
  

2019年 1⽉に厚⽣労働省から発表された『在留外国⼈労働者数』の調査によると、2018年 10月末日時点
での日本国内での外国人労働者数の総数は 1,460,463⼈で、前年同期⽐で 181,793人、14.2％の増加となり
ました〔下記グラフ 1 参照〕。また、外国⼈労働者の受け⼊れ拡⼤に向けた改正出⼊国管理法（正式名称：出
⼊国管理及び難⺠認定法及び法務省設置法の⼀部を改正する法律）が 2019年 4月 1⽇から施⾏されることも
決定し、今後も外国人労働者数は増加すると予測されます。  
当社は、外国人労働者の受け入れ数増加に伴う労働環境の整備と併せて、彼らが安心できる生活環境の整備
も重要であると考えております。その中でも、“⺟国に住む家族”への⽣活費などの仕送りは、日本で働く外国人
労働者の方々にとって重要事項のひとつです。これまで、当社は銀⾏窓⼝での送⾦よりも早くて安く、海外の
銀⾏⼝座へ 24時間送⾦できるサービス「PayForex」を展開し、外国人労働者のニーズに応えてまいりました。
この度、海外では主流である携帯電話へのチャージ（プリペイド）に着目し、「PayForex」を利⽤して⺟国の
携帯電話に簡単にチャージできるサービス『PayForex Top-up』の提供を開始する運びとなりました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

サービス開発の背景 

日本国内から海外の携帯電話に利⽤料⾦をチャージできる新サービス 

『PayForex Top-up』3月 1日から提供開始 
外国人労働者の方々にとって重要事項のひとつである“⺟国に住む家族”に着目 

NEWS RELEASE 

グラフ１： 2008年〜2018年 在留外国⼈労働者数〔2019年 1月 25日 厚⽣労働省発表「『外国人雇用状況』の 
 届出状況まとめ」内「在留資格別外国⼈労働者数」の総数のみ抜粋し再構成〕 

本プレスリリースは、2019年 2月 26日（火）に、厚生労働記者会、労政記者クラブにて配布しております。 
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■ 特徴  
û 『PayForex Top-up』は、⽇本にいながら、⺟国に住む家族の携帯電話料⾦をいつでもチャージできる
サービスです。 
û メニュー画⾯から携帯電話の利⽤契約をしている国名を選択し、電話番号を⼊⼒するだけで、自動的に通
信会社が選択され、国によって異なる携帯チャージの⼿続きも簡単に操作できます。対応可能な国は 151
か国です。 
û 言語は、中国語、ベトナム語、英語に対応。今後、対応言語の拡大を予定しております。 
û チャージ完了後には、チャージ⼿続きをした本⼈および携帯電話に完了お知らせ通知が送信されます。 

 
■ 利⽤⽅法 

  
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

① 海外送⾦サービス「PayForex」 
（https://www.payforex.net/） 
へログイン。 

※ 操作完了後、結果通知が届きます。（情報が不⼀致の場合、チャージできません。） 

② メニュー画面から「PayForex 
Top-up」を選択。 

③ 国を選択し、携帯電話番号を
⼊⼒すると⾃動的に通信会社
が選択されます。 

④ ⾦額を⼊⼒。 
 

⑥ 完了ステータスで確認。 ⑤ 支払い方法を選択後、取引
パスワードを⼊⼒します。 

『PayForex Top-up』サービス概要 

https://www.payforex.net/
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 今後は、外国⼈技能実習⽣を管理している団体へサービスの周知を図るほか、ご⾃⾝の⺟国の携帯を解約せ
ずに所有している外国人の方の利⽤や、⽇本⼈の親が海外留学をしている⼦供の携帯料⾦を⽀払う際の利⽤な
ど、在留外国⼈労働者以外の方に適した用途を周知してまいります。 
また、携帯電話へのチャージと同様に手続きに手間がかかるとされている電気・ガス・水道といった公共料

⾦についても、支払いのためにチャージできるサービスの追加も予定しております。 
 

＜会社概要＞ 
 

会 社 名 クイーンビーキャピタル株式会社 

事 業 内 容 
資⾦移動業資⾦移動業 
ECサイトの運営、開発、決済情報ソリューションの開発・提供 

登 録 関東財務局⻑第 00010号 

加 入 団 体 
一般社団法人⽇本資⾦決済業協会第 00431号、⽇本代理収納サービス協会事務局（JCAA）、 
一般社団法人 Fintech協会 

設 立 2007年（平成 19年）9月 

代表取締役 SHENBO HUANG 

資 本 金 4億 7,186万円（資本準備⾦含） 

所 在 地 〒105-0003 東京都港区⻄新橋三丁⽬ 23番 5号 御成門郵船ビル 13階 

T E L 03-6809-2785 

F A X 03-6809-2786 

 
 
 

本件に関するお問い合わせ  
クイーンビーキャピタル株式会社 広報担当 玉山 由美 

Tel：03-6809-2794（Direct）  Mail：info@queenbeecapital.com 

 今後の展開について 


